
報道機関各位

令和２年４月９日
日本司法支援センター

令和元年度 法テラスのトピック、主な事業の実績等

１. 新型コロナウイルス感染症への対応 ：
ＨＰ上に、想定される法的トラブルに関するＱ＆Ａを掲載

２. 外国人への対応体制の整備 ：
外国人労働者の増加を見据え、法テラスも対応体制を整備

３. 児童虐待への対応 ：
関係機関等への制度周知など、取組を強化

４. 大規模災害への対応 ：
令和元年度に広域被害をもたらした令和元年台風第19号（令和元年東日本台風）への

取組状況等報告

５. 主な業務の概況（一覧） ：
多くの業務で、設立以来の実績が過去最多又は同等に

４月10日は「法テラスの日」です。

平成18年4月10日、法テラス（正式名称を「日本司法支援センター」といいます。）は、

総合法律支援法に基づき設立され、４月10日を「法テラスの日」としております。

設立以来、「法による紛争解決に必要な情報やサービスの提供が受けられる社会」を目指し、
情報提供、民事法律扶助、国選弁護等関連、司法過疎対策、犯罪被害者支援を

主な事業として扱っています。
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【本件に関する取材先】
日本司法支援センター本部総務部広報・調査室 0503383-5348

プレスリリース

新型コロナウイルス感染の拡大及び４月７日の緊急事態宣言により、

各所におかれましては大変な状況と拝察いたしますが、

４月10日の「法テラスの日」にあたり、

以下、この１年間の取組み等をご報告させていただきます。



１. 新型コロナウイルス感染症への対応

新型コロナウイルス感染症の影響で、生活上様々
な法的問題が発生することが予想されます。法テラ
スでは、ホームページ上に特設ページを設け、Ｑ＆Ａ
を掲載いたしました。お電話やメールでもお問合せを
受け付けています。

なお、３月末現在、法テラス・サポートダイヤルでは
コロナウイルスに関するお問合せが約４３０件寄せら
れ、「結婚式を予定していたがコロナの影響で予定変
更した場合にも約款どおり変更費用がかかると言わ
れた」「タクシーの運転手だがコロナの影響で仕事が
激減し、借金返済できない」といった生活上の取引や
職場に関する内容がありました。

今後は状況に応じて、さらなるＱ＆Ａの追加や各地
での法律相談を充実させていきます。

２. 外国人への対応体制の整備
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プレスリリース

法テラスが実施する外国人向けの「多言語情報提供サービス」は、昨年度から９言語に増え、対
応総件数も過去最高の４，７２５件となりました。「離婚して子どもを連れて自分の国に帰りたいが配
偶者が子どもを連れていくことに同意してくれない」「就労ビザで働いているが仕事中に怪我をして
今も仕事ができず休んでいる。会社が労災の手続をしてくれない」といったお問合せを受けていま
す。

当サービスに加え、７月に開設予定の外国人共生センター（仮称）には、法テラスの職員を配置
し、外国人支援の充実を図ります。また、各地方事務所でタブレットを用いた遠隔地通訳による外国
語での法律相談が可能となるよう、準備を進めています。

☎ 法テラス・サポートダイヤル
０５７０‐０７８３７４（おなやみなし）
（平日９時～21時、土曜９時～17時）

✉ 24時間受付中

外国語話者 法テラス

通訳業者

☎ 多言語情報提供サービス
利用者・通訳業者・法テラス職員の３者間通話

【対応言語、連絡先】

英語、中国語、韓国語、スペイン語、ポルトガル語、
ベトナム語、タガログ語、ネパール語、タイ語

☎ ０５７０‐０７８３７７（おなやみナイナイ）
（平日９時～17時）

電話 通訳

通訳業者を介し
情報提供

●多言語情報提供サービス言語別問合せ件数の推移
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４. 大規模災害への対応・・令和元年台風第19号（令和元年東日本台風）

３. 児童虐待への対応

プレスリリース

○被災者の方のための無料法律相談・・・「被災者法律相談援助事業」
法テラスでは、東日本大震災での経験を踏まえ、より迅速に被災者支援にあたるべく、平成28年改正

総合法律支援法に基づき、「被災者法律相談援助事業」を実施しています。当事業は、政令で指定さ
れた大規模災害に適用され、災害発生時に指定地区に住所等を有した被災者に対し、無料法律相談
を実施するものです。令和元年台風第19号（令和元年東日本台風）が同事業の適用を受け、令和２年
10月９日まで各地の法テラスで無料法律相談を受け付けています。

☎ 被災者専用フリーダイヤル（期間限定）

０１２０‐０７８３０９（おなやみレスキュー）
（平日９時～21時、土曜９時～17時）

平成30年１月に開始したDV等被害者法律相談援助制度で
は、DV・ストーカー・児童虐待の被害者に対して資力の有無に
かかわらない法律相談を実施しています。

このうち、特に児童虐待については、社会全体として対策の
強化が求められています。今後、児童虐待相談については、
虐待を発見しやすい立場にある教育機関や児童を支援する
関係機関への周知も含め、更なる制度周知に取り組みます。

なお、本援助制度の相談実施の件数上、大きな割合を占め
るDV被害者への法律相談の中には、面前DVにとどまらず、児
童に直接暴行等を加える虐待を伴うケースも少なくあ
りません。児童虐待の防止に繋がるDV被害者支援に
ついても、引き続き積極的に取り組みます。

☎ 犯罪被害者支援ダイヤル

０５７０‐０７９７１４ （なくことないよ）
（平日９時～21時、土曜９時～17時）

●ＤＶ等法律相談援助被害種別内訳
（昨年度件数830件）

566 

2,723 
3,105  3,215  3,314  3,149 

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

●被災者法律相談援助の月別件数推移

（総件数16,072件）

●被災者法律相談援助の事務所別件数

○被災者専用フリーダイヤルによる情報提供
生活再建に役立つ法制度や各種手続、相談窓口

などの情報提供を行っています。令和元年台風第19号
に関し、３月末までに６４７件、住まい・不動産に関する
お問合せが多くなっています。

※以下実績はいずれも令和元年10月～令和２年３月実施分

ＤＶ
85%

ストー

カー
13%

児童虐待

2%

地方事務所 件数 地方事務所 件数 地方事務所 件数

東京 3,366 栃木 1,100 山梨 320

茨城 2,746 宮城 1,050 岩手 121

埼玉 2,738 長野 782 静岡 59

千葉 1,591 福島 638 新潟 20

群馬 1,116 神奈川 421 その他 4



平成19年度 平成23年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

情報提供業務

サポートダイヤル問合せ件数 ２２０,７２７ 件 ３３９,３３４ 件 ３１８,５２０ 件 ３４９,５９９ 件 ３３９,３４４ 件 ３６２,７０９ 件 ３９５,１００ 件

地方事務所問合せ件数 ー １９８,９６３ 件 ２０２,９８７ 件 ２０４,８３７ 件 １９６,１３５ 件 ２０６,２６９ 件 ２００,０８３ 件

多言語情報提供サービス件数 １,５７５ 件 ２,４９６ 件 ３,１６３ 件 ３,９４９ 件 ４,７２５ 件

民事法律扶助業務

法律相談援助件数※1 １４７,４３０ 件 ２８０,３８９ 件 ２８６,６０２ 件 ２９８,２２０ 件 ３０２,４１０ 件 ３１４,６１４ 件 ３１３,３１１ 件

特定援助対象者法律相談件数※2 １２２ 件 ５７０ 件 ６６３ 件

被災者法律相談援助件数（平成30年７月豪雨分）※3 １２,９０５ 件 ５,６７７ 件

被災者法律相談援助件数（令和元年台風第19号分）※4 １６,０７２ 件

代理援助件数（当期開始決定分） ６８,９１０ 件 １０３,７５１ 件 １０７,３５８ 件 １０８,５８３ 件 １１４,７７０ 件 １１５,８３０ 件 １１２,２６６ 件

書類作成援助件数（当期開始決定分） ４,１９７ 件 ６,１６４ 件 ３,９９３ 件 ３,８７７ 件 ４,２７８ 件 ３,５２２ 件 ３,３１０ 件

契約弁護士数※5 １０,３１８ 人 １６,５７０ 人 ２１,０３３ 人 ２１,８８５ 人 ２２,３４６ 人 ２３,３７１ 人 ２３,７４０ 人

契約司法書士数※6 ４,１７４ 人 ６,０６５ 人 ７,１２８ 人 ７,１９３ 人 ７,２９４ 人 ７,４４０ 人 ７,４５３ 人

国選弁護等関連業務

被疑者国選事件受理件数 ６,７７５ 件 ７３,２０９ 件 ７０,３９３ 件 ６６,５７９ 件 ６３,８３９ 件 ７８,７８０ 件 ８０,１４７ 件

被告人国選事件受理件数 ７１,３０５ 件 ６７,３７４ 件 ５９,５０４ 件 ５６,３８８ 件 ５３,６５５ 件 ５３,８６２ 件 ５２,６３５ 件

国選付添事件受理件数 ２１０ 件 ４６９ 件 ３,６９８ 件 ３,４２７ 件 ３,４１７ 件 ３,４８９ 件 ３,３２６ 件

国選弁護人契約弁護士数 １３,４２７ 人 ２１,２５９ 人 ２６,３７０ 人 ２７,６６７ 人 ２８,５８５ 人 ２９,２９７ 人 ３０,２０１ 人

国選付添人契約弁護士数 ２,９２２ 人 ７,７０１ 人 １３,４０９ 人 １４,２７２ 人 １４,８６７ 人 １５,１７７ 人 １５,５２８ 人

犯罪被害者支援業務

犯罪被害者支援ダイヤル問合せ件数 ６,２９６ 件 ９,７８０ 件 １３,０５６ 件 １２,０１４ 件 １３,４６１ 件 １５,１４５ 件 １５,３４３ 件

地方事務所問合せ件数 ８,３０１ 件 １３,０９６ 件 １３,３８０ 件 １３,８２５ 件 １２,７１７ 件 １４,０３５ 件 １１,１５９ 件

精通弁護士紹介件数 ５９０ 件 ８７７ 件 １,６０３ 件 １,６７７ 件 １,７０５ 件 １,７９５ 件 １,３５３ 件

ＤＶ等法律相談援助件数 １４１ 件 ８０９ 件 ８３０ 件

被害者参加旅費等請求件数 ２,５９４ 件 ２,９１２ 件 ２,６８５ 件 ３,１１１ 件 ２,８１８ 件

国選被害者参加弁護士選定請求件数 ２８２ 件 ５２１ 件 ５１１ 件 ５６１ 件 ６３５ 件 ５９５ 件

被害者参加弁護士契約弁護士数 ３,０１４ 人 ４,４４９ 人 ４,７０９ 人 ５,０３８ 人 ５,２５０ 人 ５,４４０ 人

震災法律援助業務

法律相談援助件数 ５４,５７５ 件 ５２,９９５ 件 ５３,４３３ 件 ５４,７６５ 件 ５０,７６１ 件

代理援助件数 ２,１２６ 件 ４７１ 件 ２１９ 件 ２１６ 件 １００ 件

書類作成援助件数 ４３ 件 ３１ 件 ２９ 件 0件 ３６ 件

震災法律援助契約弁護士数 ３,０４３ 人 ３,１３４ 人 ３,１９７ 人 ３,２３１ 人 ３,２５９ 人

震災法律援助契約司法書士数 １,１９２ 人 １,２０５ 人 １,２２４ 人 １,２１９ 人 １,２３６ 人

申込受付 ７,１９４ 件 １９,８２６ 件 ２２,３１６ 件 ２２,４４４ 件 ２２,２０６ 件 １５,１５８ 件 １２,３４５ 件

受託業務

業　　務

※1の件数︓※2・3・4を含む。
※2︓⾼齢・障がい等で認知機能が⼗分でない⽅を対象に、資⼒にかかわらず、福祉機関等の⽀援者の⽅からのお申込みで弁護⼠・司法書⼠がご⾃宅や⼊所施設等へ出張して⾏う法律相談のこと。
※5・6︓平成２８年度以前は、契約弁護⼠数は「受任予定者弁護⼠数」、契約司法書⼠数は、「受託予定者契約司法書⼠数」である。
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プレスリリース

５. 主な業務の概況（全国） ※速報値
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